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地方公営企業法第 30 条第２ 項の規定に基づき 審査に付さ れた 令和７ 年度

東浦町下水道事業会計決算及び関係書類を 審査し た ので 、次のと おり そ の意

見を 提出し ま す。  
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令和７ 年度東浦町下水道事業会計決算審査意見 

 

第１  基準に準拠し ている旨  

本審査は、 東浦町監査基準に準拠し 実施し た。  

 

第２  審査の種類 

地方公営企業法第30条第２ 項の規定による決算審査 

 

第３  審査の対象 

令和７ 年度 東浦町下水道事業会計決算 

 

第４  審査の期間 

2026年６ 月26日から 同年８ 月４ 日まで 

 

第５  審査の着眼点及び実施内容 

審査にあたっ ては、 町長から 提出さ れた下水道事業会計決算書その他の附属書類と

担当課から 提出さ れた資料及び証書類を照合し 、 計数は正確か、 予算執行は適正かつ

効率的に行われているか、 決算諸表は経営成績及び財政状態を正確に反映し ているか、

事業経営は経済性及び公共性の確保を重点に運営さ れているかについて審査し た。  

また、 関係職員の説明を求め聴取すると と も に、 例月出納検査、 随時監査等の結果

も 参考と し た。  

 

第６  審査の結果 

審査に付さ れた下水道事業会計決算書、 決算に関する附属書類等はいずれも 計数は

正確であり 地方公営企業法等関係法令、 条例、 議会の議決に沿っ たも のである事を確

認し た。 また、 予算の執行及び事務事業は、 全般的に効率的に執行さ れており 、 適正

と 認めら れた。  

 

第７  決算の概要 

１  事業の実績 

令和７ 年度の水洗化人口は３ 万 8, 194 人、 接続世帯数は１ 万 6, 572 世帯である。 前

年度に比べ水洗化人口は２ 人（ 0. 005％） 、 接続世帯数は 226 世帯（ 1. 4％） 増加し て

いる。 年間処理水量は 416 万 1, 684 ㎥で、 前年度に比べ 9, 041 ㎥（ 0. 2％） 増加し て

いる。 年間有収水量（ 排出量） は 388 万 3, 421 ㎥で、 前年度に比べ 12 万 9, 741 ㎥

（ 3. 5％） 増加し た。 有収水量と 処理水量の比較による有収率は 93. 3％であり 、 前年

度に比べ 2. 9 ポイント 上昇し ている。  

 



（ １ ） 年間処理水量、 有収水量及び有収率

単位： ㎥・ ％

年度 年間処理水量 年間有収水量 有 収 率

4 3, 971, 430 3, 660, 902 92. 2

5 4, 053, 635 3, 660, 063 90. 3

6 4, 152, 643 3, 753, 680 90. 4

7 4, 161, 684 3, 883, 421 93. 3

（ ２ ） 普及状況

単位： 人・ ％

年度 行政区域内人口 処理区域内人口 普 及 率 水洗化率

4 50, 233 43, 472 86. 5 87. 0

5 50, 162 43, 488 86. 7 87. 6

6 49, 818 43, 260 86. 8 88. 3

7 49, 585 43, 075 86. 9 88. 7

　 普及率は86. 9％で、 前年度比0. 1ポイ ント の上昇と なり 、 ほぼ横ばいである。 処理区域
内で下水道に接続し た人口の割合である水洗化率は88. 7％で、 前年度比0. 4ポイ ント の上
昇である。
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２ 　 予算と 決算の状況（ 消費税込み）

単位： 千円

年度

4

5

6

7

　 　 収　 入 単位： 円・ ％

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

　 　 下水道使用料の収納状況 単位： 円

　 　 受益者負担金の収納状況 単位： 円

区 分 決 算 額 （ 調 定 額 ） 収 入 済 額 未 収 金 残 額

６ 年 度 1, 266, 550 1, 263, 650 2, 900

　 過年度未収金分を 含めた決算額（ 調定額） は４ 億6, 792万2, 757円、 収入済額は３ 億
9, 417万586円である。 また、 2026年２ ～３ 月調定分は、 未収金に計上さ れている。

６ 年 度 441, 005, 007 369, 445, 073 71, 559, 934

７ 年 度 467, 922, 757 394, 170, 586 73, 752, 171

７ 年 度 1, 866, 980 1, 866, 980 0

　 過年度未収金分を 含めた決算額（ 調定額） は186万6, 980円、 収入済額は186万6, 980円
である。

560, 774, 000 577, 926, 946 17, 152, 946 103. 1

　 営業収益は、 決算額５ 億7, 792万6, 946円で、 前年度に比べ308万7, 172円（ 0. 5％） の
減少である。 また、 営業外収益は、 決算額７ 億4, 979万9, 181円で、 前年度に比べ3, 077
万293円（ 3. 9％） の減少である。 特別利益は、 決算額1, 721円で、 前年度に比べ５ 万
1, 575円（ 96. 8％） の減少である。
　 なお、 下水道事業収益全体における仮受消費税及び地方消費税は、 3, 731万1, 367円で
ある。

区 分 決 算 額 （ 調 定 額 ） 収 入 済 額 未 収 金 残 額

738, 740, 000 749, 799, 181 11, 059, 181 101. 5

3, 000 1, 721 △ 1, 279 57. 4

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率

1, 361, 637 1, 310, 068 51, 569

下 水 道 事 業 収益 1, 299, 517, 000 1, 327, 727, 848 28, 210, 848 102. 2

（ １ ） 収益的収入及び支出

　 収益的収入は、 予算額12億9, 951万７ 千円に対し 、 決算額は13億2, 772万7, 848円（ 収
入率102. 2％） と なっ ている。
　 収益的支出は、 予算額13億3, 153万２ 千円に対し 、 決算額は13億1, 316万5, 343円（ 執
行率98. 6％） で、 不用額は1, 836万6, 657円と なっ ている。
　 収支決算額は、 差引1, 456万2, 505円と なっ ている。

収 入 支 出 収支差額

1, 327, 728 1, 313, 165 14, 563

1, 303, 363 1, 297, 108 6, 255

1, 315, 476 1, 308, 054 7, 422
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　 　 未収金残高の状況 単位： 円

　 　 支　 出 単位： 円・ ％

予 算 額 執行率

1, 331, 532, 000 98. 6

営 業 費 用 1, 237, 294, 000 98. 6

営 業 外 費 用 93, 737, 000 100. 0

特 別 損 失 1, 000 0. 0

予 備 費 500, 000 0. 0

（ ２ ） 資本的収入及び支出

単位： 千円

年度

4

5

6

7

　 　 収　 入 単位： 円・ ％

企 業 債

出 資 金

補 助 金

負 担 金 2, 179, 000 2, 195, 640 16, 640 100. 8

0 100. 0

△ 11, 100, 000 64. 3

204, 033, 000

31, 100, 000

204, 033, 000

20, 000, 000

資 本 的 収 入 285, 912, 000 249, 928, 640 △ 35, 983, 360 87. 4

48, 600, 000 23, 700, 000 △ 24, 900, 000 48. 8

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率

249, 929 539, 333 △289, 404

324, 508 629, 516 △305, 008

351, 409 662, 024 △310, 616

281, 134 575, 194 △294, 061

　 営業費用は、 決算額12億1, 942万8, 312円で、 前年度に比べ496万1, 307円（ 0. 4％） の
増加である。 営業外費用は、 決算額9, 373万7, 031円で、 前年度に比べ186万2, 265円
（ 1. 9％） の減少である。
　 なお、 下水道事業費用全体における仮払消費税及び地方消費税は、 3, 129万9, 045円で
ある。

  資本的収入は、 予算額２ 億8, 591万２ 千円に対し 、 決算額は２ 億4, 992万8, 640円（ 収
入率87. 4％） である。
  資本的支出は、 予算額５ 億9, 496万４ 千円に対し 、 決算額は５ 億3, 933万2, 601円（ 執
行率90. 6％） で、 不用額は5, 563万1, 399円と なっ ている。

収 入 支 出 収支差額

0 0 1, 000

0 0 500, 000

1, 219, 428, 312 0 17, 865, 688

93, 737, 031 0 △ 31

　 不納欠損の状況は、 下水道使用料13万6, 897円（ 33名） であっ た。

区 分 決 算 額 翌年度繰越額 不 用 額

下 水 道 事 業 費用 1, 313, 165, 343 0 18, 366, 657

比 較 増 減 2, 192, 237 361, 020 △ 2, 900 2, 550, 357

６ 年度末現在

７ 年度末現在

71, 559, 934 1, 944, 701 2, 900 73, 507, 535

73, 752, 171 2, 305, 721 0 76, 057, 892

区 分 下水道使用料 下水道維持管理手数料 そ の他未収金 合 計 額
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　 　 支　 出

執行率

90. 6

65. 0

100. 0

３ 　 経営の状況（ 消費税抜き ）

（ １ ） 収益的収入及び支出

　 企業債は、 決算額2, 370万円で、 前年度に比べ7, 560万円（ 76. 1％） の減少である。 出
資金は、 決算額２ 億403万３ 千円で、 前年度に比べ１ 億7, 769万１ 千円（ 674. 6％） の増
加である。 補助金は、 決算額2, 000万円で、 前年度に比べ2, 266万円（ 53. 1％） の減少で
ある。 負担金は、 決算額219万5, 640円で、 前年度に比べ１ 億5, 401万100円（ 98. 6％） の
減少である。

収 支 比 率

1, 281, 500, 035

費　 　 　 　 用　   （ Ｂ ） 差引（ A-B)

△ 647, 501, 100

656, 428, 413

1, 565

8, 928, 878

93, 370, 768

01, 565

749, 799, 181

540, 628, 167

100. 7

0. 0

803. 0

45. 5

資 本 的 支 出 594, 964, 000 539, 332, 601 0 55, 631, 399

企業債償還金 436, 141, 000 436, 139, 892 0 1, 108

建 設 改 良 費 158, 823, 000 103, 192, 709 0

単位： 円・ ％

区 分 予 算 額 決 算 額 翌年度繰越額 不 用 額

1, 290, 428, 913

55, 630, 291

　 経常損益は892万7, 313円の経常利益で、 前年度に比べ3, 197万2, 163円（ 78. 2％） の減
少である。 こ れは主に営業収益と 営業外収益が減少し たこ と によるも のである。
　 特別損益は1, 565円の特別利益で、 前年度に比べ４ 万5, 058円（ 96. 6％） の減少であ
る。 過年度損益修正益が減少し たこ と によるも のである。
　 純損益は892万8, 878円の純利益で、 前年度に比べ3, 201万7, 221円（ 78. 2％） の減少で
ある。

 単位： 円・ ％

　 建設改良費の決算額は１ 億319万2, 709円で、 前年度に比べ7, 320万4, 978円( 41. 5％) の
減少である。
  建設改良工事の主なも のは、 石浜公共下水道改良工事（ 7-2工区） 1, 316万2, 600円、
森岡公共下水道改良工事（ 7-1工区） 673万3, 100円である。 維持修繕工事の主なも の
は、 藤江公共下水道維持修繕工事（ 7-2工区） 499万４ 千円である。
　 企業債償還金の決算額（ 当年度償還高） は４ 億3, 613万9, 892円で、 当年度末未償還残
高は51億1, 246万7, 488円と なっ ている｡
　 なお、 資本的支出における仮払消費税及び地方消費税は748万7, 865円である。

営 業 収 益 1, 188, 129, 267

　 令和７ 年度の経営成績は、 損益計算書に基づく 経常損益、 特別損益をみると 次のと お
り である。

収　 　 　 　 益　   （ Ａ ）

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

計

営 業 外 収 益

特 別 利 益

計



４ 　 財務諸表・ 財政状況（ 消費税抜き ）

（ １ ） 損益計算書

増 減 額 増減率

1, 326, 558, 955 1, 290, 428, 913 △ 36, 130, 042 △ 2. 7

545, 940, 873 540, 628, 167 △ 5, 312, 706 △ 1. 0

下水道使用料 340, 242, 545 360, 483, 020 20, 240, 475 5. 9

他会計負担金 194, 636, 442 167, 157, 503 △ 27, 478, 939 △ 14. 1

その他営業収益 11, 061, 886 12, 987, 644 1, 925, 758 17. 4

780, 569, 474 749, 799, 181 △ 30, 770, 293 △ 3. 9

受取利息及び配当金 151, 789 361, 432 209, 643 138. 1

他会計負担金 20, 229, 689 23, 901, 170 3, 671, 481 18. 1

他会計補助金 247, 115, 869 210, 549, 327 △ 36, 566, 542 △ 14. 8

補助金 0 18, 750, 000 18, 750, 000 皆増

長期前受金戻入 512, 443, 194 496, 051, 951 △ 16, 391, 243 △ 3. 2

雑収益 628, 933 185, 301 △ 443, 632 △ 70. 5

48, 608 1, 565 △ 47, 043 △ 96. 8

固定資産売却益 0 0 0 増減無

過年度損益修正益 48, 608 1, 565 △ 47, 043 △ 96. 8

その他特別利益 0 0 0 増減無

1, 285, 612, 856 1, 281, 500, 035 △ 4, 112, 821 △ 0. 3

1, 184, 501, 011 1, 188, 129, 267 3, 628, 256 0. 3

管渠施設維持費 88, 101, 692 94, 074, 655 5, 972, 963 6. 8

総係費 49, 536, 766 63, 189, 399 13, 652, 633 27. 6
流域下水道管理運営費
負担金 219, 713, 063 228, 244, 346 8, 531, 283 3. 9

減価償却費 825, 347, 391 802, 607, 514 △ 22, 739, 877 △ 2. 8

資産減耗費 1, 802, 099 13, 353 △ 1, 788, 746 △ 99. 3

101, 109, 860 93, 370, 768 △ 7, 739, 092 △ 7. 7
支払利息及び
企業債取扱諸費 93, 747, 396 87, 244, 116 △ 6, 503, 280 △ 6. 9

雑支出 7, 362, 464 6, 126, 652 △ 1, 235, 812 △ 16. 8

1, 985 0 △ 1, 985 皆減

過年度損益修正損 1, 985 0 △ 1, 985 皆減

40, 899, 476 8, 927, 313 △ 31, 972, 163 △ 78. 2

40, 946, 099 8, 928, 878 △ 32, 017, 221 △ 78. 2

76, 364, 276 117, 310, 375 40, 946, 099 53. 6

0 0 0 増減無

117, 310, 375 126, 239, 253 8, 928, 878 7. 6

当年度純利益
　 　 　 　 ( G) +( C) -( F) =( H)

前年度繰越利益剰余金( I )

その他未処分利益
    　 剰余金変動額 ( Ⅱ)
当年度未処分利益剰余金
　 　 　 　 　  ( H) +( I ) +( Ⅱ)

営業費用　 　 　 　  ( D)

営業外費用　 　 　  ( E)

特別損失　 　 　 　  ( F)

経常利益
　 　 　 　 ( A-D) +( B-E) =( G)

６ 年 度 ７ 年 度
対 前 年 度

単位： 円・ ％

区 分

事業収益

営業収益　 　 　 　  ( A)

営業外収益　 　 　  ( B)

特別利益　 　 　    ( C)

事業費用



（ ２ ） 貸借対照表

　 　 資　 産

増 減 額 増減率

21, 021, 450, 699 20, 322, 257, 676 △ 699, 193, 023 △ 3. 3

20, 287, 160, 253 19, 622, 683, 694 △ 664, 476, 559 △ 3. 3

土地 1, 965, 657, 526 1, 965, 657, 526 0 増減無

建物 325, 679, 767 311, 003, 340 △ 14, 676, 427 △ 4. 5

構築物 17, 056, 547, 661 16, 475, 274, 646 △ 581, 273, 015 △ 3. 4

機械及び装置 908, 106, 553 798, 615, 133 △ 109, 491, 420 △ 12. 1

車両運搬具 95, 000 47, 500 △ 47, 500 △ 50. 0

工具器具及び備品 327, 746 1, 069, 759 742, 013 226. 4

建設仮勘定 30, 746, 000 71, 015, 790 40, 269, 790 131. 0

734, 290, 446 699, 573, 982 △ 34, 716, 464 △ 4. 7

施設利用権 734, 212, 446 699, 021, 082 △ 35, 191, 364 △ 4. 8

その他無形固定資産 78, 000 552, 900 474, 900 608. 8

0 0 0 増減無

投資有価証券 0 0 0 増減無

その他投資 0 0 0 増減無

292, 497, 047 311, 991, 004 19, 493, 957 6. 7

219, 204, 512 236, 155, 112 16, 950, 600 7. 7

73, 292, 535 75, 835, 892 2, 543, 357 3. 5

0 0 0 増減無

0 0 0 増減無

21, 313, 947, 746 20, 634, 248, 680 △ 679, 699, 066 △ 3. 2

単位： 円・ ％

　 資産合計は206億3, 424万8, 680円で、 前年度に比べ６ 億7, 969万9, 066円（ 3. 2％） の減
少である。
　 固定資産合計は203億2, 225万7, 676円で、 前年度に比べ６ 億9, 919万3, 023円（ 3. 3％）
の減少と なっ た。 こ れは前年度に比べ有形固定資産が６ 億6, 447万6, 559円、 無形固定資
産が3, 471万6, 464円共に減少し たこ と によるも のである。
　 流動資産は、 ３ 億1, 199万1, 004円で、 前年度に比べ1, 949万3, 957円（ 6. 7％） の増加で
ある。 こ れは現金・ 預金が1, 695万600円、 未収金が254万3, 357円共に増加し たこ と によ
るも のである。

６ 年 度 ７ 年 度
対 前 年 度

区 分

固定資産　 　 　 　 　   ( 1)

有形固定資産

投資

無形固定資産

流動資産　 　 　 　 　   ( 2)

資産合計　   ( 1) +( 2) =( 3)

現金・ 預金

未収金

有価証券

その他流動資産



　 　 負　 債

増 減 額 増減率

5, 148, 929, 158 4, 752, 656, 149 △ 396, 273, 009 △ 7. 7

5, 088, 767, 488 4, 695, 615, 323 △ 393, 152, 165 △ 7. 7

60, 161, 670 57, 040, 826 △ 3, 120, 844 △ 5. 2

0 0 0 増減無

558, 566, 109 530, 282, 808 △ 28, 283, 301 △ 5. 1

436, 139, 892 416, 852, 165 △ 19, 287, 727 △ 4. 4

117, 665, 217 108, 790, 643 △ 8, 874, 574 △ 7. 5

0 0 0 増減無

4, 014, 000 3, 903, 000 △ 111, 000 △ 2. 8

747, 000 737, 000 △ 10, 000 △ 1. 3

0 0 0 増減無

11, 415, 824, 694 10, 947, 720, 060 △ 468, 104, 634 △ 4. 1

11, 415, 824, 694 10, 947, 720, 060 △ 468, 104, 634 △ 4. 1

17, 123, 319, 961 16, 230, 659, 017 △ 892, 660, 944 △ 5. 2

　 負債合計は162億3, 065万9, 017円で、 前年度に比べ８ 億9, 266万944円（ 5. 2％） の減少
である。
　 固定負債は47億5, 265万6, 149円で、 前年度に比べ３ 億9, 627万3, 009円（ 7. 7％） の減少
と なっ た。 こ れは企業債が３ 億9, 315万2, 165円、 退職給付引当金が312万844円共に減少
し たこ と によるも のである。
　 流動負債は５ 億3, 028万2, 808円で、 前年度に比べ2, 828万3, 301円（ 5. 1％） の減少と
なっ た。 こ れは企業債が1, 928万7, 727円、 未払金が887万4, 574円、 賞与及び法定福利費
引当金が12万１ 千円共に減少し たこ と によるも のである。
　 繰延収益は109億4, 772万60円で、 前年度に比べ４ 億6, 810万4, 634円（ 4. 1％） の減少と
なっ た。

６ 年 度

負債合計( 4) +( 5) +( 6) =( 7)

企業債

退職給付引当金

修繕引当金

企業債

未払金

前受金

賞与引当金

法定福利費引当金

単位： 円・ ％

長期前受金

区 分

その他流動負債

７ 年 度
対 前 年 度

固定負債　 　 　 　 　   ( 4)

流動負債　 　 　 　 　   ( 5)

繰延収益　 　 　 　 　   ( 6)



　 　 資　 本

増 減 額 増減率

2, 175, 633, 841 2, 379, 666, 841 204, 033, 000 9. 4

2, 175, 633, 841 2, 379, 666, 841 204, 033, 000 9. 4

0 0 0 増減無

2, 014, 993, 944 2, 023, 922, 822 8, 928, 878 0. 4

1, 897, 683, 569 1, 897, 683, 569 0 増減無

受贈財産評価額 1, 804, 835, 172 1, 804, 835, 172 0 増減無

寄附金 0 0 0 増減無

他会計補助金 17, 321, 780 17, 321, 780 0 増減無

国庫補助金 75, 526, 617 75, 526, 617 0 増減無

117, 310, 375 126, 239, 253 8, 928, 878 7. 6

減債積立金 0 0 0 増減無

利益積立金 0 0 0 増減無

建設改良積立金 0 0 0 増減無

当年度未処分利益剰余金 117, 310, 375 126, 239, 253 8, 928, 878 7. 6

4, 190, 627, 785 4, 403, 589, 663 212, 961, 878 5. 1

21, 313, 947, 746 20, 634, 248, 680 △ 679, 699, 066 △ 3. 2

単位： 円・ ％

　 資本合計は44億358万9, 663円で、 前年度に比べ２ 億1, 296万1, 878円（ 5. 1％） の増加で
ある。
　 資本金は23億7, 966万6, 841円で、 前年度に比べ２ 億403万３ 千円（ 9. 4％） の増加と
なっ た。 こ れは自己資本金の増加によるも のである。
　 剰余金は20億2, 392万2, 822円で、 前年度に比べ892万8, 878円（ 0. 4％） の増加と なっ
た。 こ れは利益剰余金の当年度未処分利益剰余金の増加によるも のである。

負債・ 資本合計 ( 7) +( 10)

借入資本金

剰余金　 　 　 　 　 　   ( 9)

資本剰余金

利益剰余金

資本合計　  ( 8) +( 9) =( 10)

自己資本金

資本金　 　 　 　 　 　   ( 8)

区 分 ６ 年 度 ７ 年 度
対 前 年 度



（ ３ ） 剰余金計算書 単位： 円

（ ４ ） 剰余金処分計算書 単位： 円

（ ５ ） 企業債の現在高 単位： 円

７ 年度末残高

1, 229, 005, 386

2, 925, 792, 811

957, 669, 291

5, 112, 467, 488

（ ６ ） 現金管理状況 2026年３ 月末日現在　 　 単位： 円

0

236, 145, 112

10, 000

154, 473, 852

（ 繰越利益剰余金）

126, 239, 253

当年度末残高

建設改良積立金への積立 0 0

0

126, 239, 253

0

0

000資本金への組み入れ

2, 379, 666, 841 1, 897, 683, 569

236, 155, 112

７ 年度償還高

5, 524, 907, 380

86, 165, 7780

436, 139, 89223, 700, 000

備 考

現 金

普通預金

６ 年度末残高

3, 097, 593, 073

1, 315, 171, 164

23, 700, 000

　 企業債償還金の当年度末未償還残高は51億1, 246万7, 488円で、 前年度に比べ４ 億1, 243
万9, 892円（ 7. 5％） の減少である。

定期預金

区 分 管 理 状 況

７ 年度借入高

現金残高

195, 500, 262

市 中 銀 行 等 1, 112, 143, 143

区 分 当年度期首残高 当年度変動額 当年度末残高

資本金 2, 175, 633, 841 204, 033, 000 2, 379, 666, 841

合 計

借 入 先

財 政 融 資 資 金

地方公共団体金融機構

区 分 資 本 金

　 利益余剰金の処分はせず、 未処分利益剰余金の全額が繰越利益剰余金と なっ た。

議会の議決による処分額

2, 379, 666, 841

0

未処分利益剰余金資本剰余金

1, 897, 683, 569

処分後残高

未処分利益剰余金の当年度末残高は１ 億2, 623万9, 253円であり 、 その内訳は、 前年度
から の繰越利益剰余金１ 億1, 731万375円、 当年度純利益892万8, 878円である。

0

寄附金 0 0 0

資本剰余金 1, 897, 683, 569 0 1, 897, 683, 569

受贈財産評価額 1, 804, 835, 172 0 1, 804, 835, 172

減債積立金 0 0 0

利益積立金 0 0 0

他会計等補助金 92, 848, 397 0 92, 848, 397

利益剰余金 117, 310, 375 8, 928, 878 126, 239, 253

資本合計 4, 190, 627, 785 212, 961, 878 4, 403, 589, 663

建設改良積立金 0 0 0

未処分利益剰余金
（ 当年度未処分利益余剰金）

117, 310, 375 8, 928, 878 126, 239, 253



（ ７ ） 財務分析 単位： ％

分析項目 ６ 年度 ７ 年度 増 減 備 考

固 定 資 産
固定資産＋流動資産

＋繰延資産

固 定 負 債
負債・ 資本合計

資本金＋剰余金
＋評価差額等＋繰延収益

負債・ 資本合計

固 定 資 産
資本金＋剰余金＋評価差額等

＋固定負債＋繰延収益

固 定 資 産
資本金＋剰余金

＋評価差額等＋繰延収益

営業収益＋営業外収益
営業費用＋営業外費用

流 動 資 産
流 動 負 債

下 水 道 使 用 料
汚 水 処 理 費

△ 2. 32 ×100

算 定 方 法

固定資産
構成比率

98. 63 98. 49 △ 0. 14 ×100

資本総額（ 負債・ 資本
合計） と こ れを 構成する
資本の割合を 示すも の。
比率は高いほど経営の安
全性が高いと いえる。

資産合計（ 固定資産＋
流動資産＋繰延資産） 中
の固定資産の割合を 示す
も の。

固定負債
構成比率

24. 16 23. 03 △ 1. 13 ×100

総資本に対する固定負
債の割合を 示すも の。 比
率は低いほど良いと さ れ
る。

自己資本
構成比率

73. 22 74. 40 1. 18 ×100

経常費用に対する 経常
収益の割合を 示すも の。
100％未満で ある 場合に
は、 経常損失が発生し て
いるこ と を 意味する。

固定資産
対長期

資本比率
101. 28 101. 09 △ 0. 19 ×100

固定資産のう ち長期資
本( 資本と 長期借入金) に
よっ て調達さ れている割
合を 示すも の。 比率は低
い方が良いと さ れる。

経常
収支比率

103. 18 100. 70 △ 2. 48 ×100

資本がどの程度固定資
産に投下さ れている かを
見る も の。 100％超で あ
る場合には、 借入金（ 企
業債） で設備投資を 行っ
ている こ と になる。

固定比率 134. 70 132. 38

流動負債に対する 流動
資産の割合であり 、 短期
債務に対する支払能力を
表し ている も の。 比率は
高いほど良いと さ れる。

流動比率 52. 37 58. 83 6. 46 ×100

汚水処理にかかる 経費
を 、 どの程度使用料でま
かなえているかを示すも
の。 100％以上で あれば
使用料収入で経費を まか
なえているこ と になる。

経費
回収率

61. 03 62. 18 1. 15 ×100



 

第８  む す び 

審査に付さ れた令和７ 年度下水道事業会計決算の審査概要を 前述し たが、 こ

こ に総括的な所見を述べて本審査のむすびと する。  

 

収益的収支により 経営状況を 見ると 、 事業収益は全体で 12 億 9, 043 万円( 前

年度比 2. 7％減) 、 事業費用は 12 億 8, 150 万円( 前年度比 0. 3％減) と なっ てい

る。  

こ の結果、 差引収支では純利益が 893 万円( 前年度比 78. 2％減) で、 未処分利

益剰余金は１ 億 2, 624 万円( 前年度比 7. 6％増) と なっ た。  

 資本的収支は、 収入２ 億 4, 993 万円( 前年度比 23. 0％減、 消費税込み) に対し 、

支出５ 億 3, 933 万円( 前年度比 14. 3％減、 消費税込み) と なり 、 収支不足額２ 億

8, 940 万円（ 消費税込み） は、 当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額 564 万円及び当年度分損益勘定留保資金２ 億 8, 376 万円で補てんさ れた。  

 こ れら 収益的・ 資本的収支のいずれにおいても 、 一般会計から の繰入金に依

存し ている現状から 、 長期的な経営の自立化は喫緊の課題である。  

経営指標の観点では、 自己資本構成比率が前年度に比べ 1. 18 ポイ ント 上昇

し 、 74. 40％に改善さ れている。 固定比率は 132. 38％と 前年度に比べ 2. 32 ポイ

ント 低下し たも のの、 依然と し て改善の余地がある。  

 

下水道使用料が汚水事業費用をどれだけ賄えるかを 示す指標である 経費回収

率は、 前年度に比べ1. 15ポイ ン ト 上昇し たも のの、 62. 18％に留まっ ている 。

社会資本整備総合交付金の重点配分では、 経費回収率が80％未満の場合は対象

外と なり 、 本町の経費回収率はこ れに該当する 。 東浦町下水道事業経営戦略

（ 2024年４ 月改定） では、 経営の健全化を 目指し 、 経費回収率80％以上を 目標

と し ている。  

東浦町水道事業及び下水道事業審議会が下水道使用料の適正化に向けた審議

を 行っ た結果、 経費回収率80％に到達する ための使用料体系を設定するこ と と

なり 、 2026年４ 月１ 日から 新たな使用料が適用さ れている。 目標である経費回

収率80％以上が達成さ れるかを注視すると と も に、 経営健全化の取り 組みと し

て、 公共下水道への接続Ｐ Ｒ を進め、 下水道使用料収入の増加が図ら れる こ と

に期待する。  

 

建設改良事業では、 機能維持およ び災害対策を 目的と し て、 公共下水道改良

工事及びポンプ増設に係る実施設計を 実施し た。 下水道は住民生活の根幹をな

す重要なイ ンフ ラ であり 、 激甚化する 災害への備えと し て、 今後も 計画的な老

朽化対策と 強靭化を継続し 、 安全かつ安定し たサービス提供に万全を 期さ れた

い。  

 

東浦町の下水道事業が将来にわたり 健全な機能を 維持し 、 安定し た経営基盤

を 確立する ため、 東浦町下水道事業経営戦略（ 2024年４ 月改定） の着実な履行

を強く 期待するも のである。  




